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公共工事における月別の死亡労働災害の発生状況等

を踏まえた対応について

建設業における労働災害の発生状況は、平成26年 8月の災害防止に係る緊急

要請以降、 1月～11月末までの速報値で、休業4日以上の死傷災害は前年同期

比で0.5%の増加、死亡災害は同8.1%の増加という状況になっている。

これらの災害を減少に転じさせることが喫緊の課題となっているが、別紙の

とおり、過去5年間の死亡労働災害の統計を見ると、公共工事における死亡労

働災害は 2月に多発しており、その要因については、建設業界からヒアリング

したところ、①工期末に向けた追い込み時期であり、工事を急ぎ、現場が繁忙

になる、②業者が多数入場し、現場が錯綜するなどにより、現場の危険性が高

まる、ことなどが考えられる。

このような状況を踏まえ、今後、死亡労働災害が多発する時期を控え、工期

末にそのような事態になることを少しでも緩和するため、別添 1により国土交

通省大臣官房技術調査課長あて、別添2により建設業労働災害防止協会専務理

事あて要請したので、了知されるとともに、建設工事関係者連絡会議等の場を

活用して、関係自治体等に同旨の要請をされたい。



国土交通省大臣官房技術調査課長殿

別添1
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公共工事における月別の死亡労働災害の発生状況等

を踏まえた対応について（要請）

平素より労働安全行政の推進に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げま

す。

建設業における労働災害の発生状況は、平成26年 1月～6月末までの速報値

で、休業4日以上の死傷災害は前年同期比で4.0%の増加、死亡災害は同28.2 

%の増加であったことから、平成26年8月29日付け基安安発0829第1号「建設

業における労働災害防止対策についてj により、各団体等に対する指導及び地

方機関に対する周知に御協力いただくよう要請させていただきましたが、その

後、関係者の各種の取組等により、 1月～11月末までの速報値で、休業4日以

上の死傷災害は前年同期比で0.5%の増加、死亡災害は同8.1%の増加という状

況になっています。

これらの災害を減少に転じさせることが喫緊の課題となっておりますが、別

紙のとおり、過去5年間の死亡労働災害の統計を見ると、公共工事における死

亡労働災害は 2月に多発しており、その要因については、建設業界からヒアリ

ングしたところ、①工期末に向けた追い込み時期であり、工事を急ぎ、現場が

繁忙になる、②業者が多数入場し、現場が錯綜するなどにより、現場の危険性

が高まる、ことなどが考えられます。

このような状況を踏まえ、今後、死亡労働災害が多発する時期を控え、工期

末にそのような事態になることを少しでも緩和するため、地方機関等に対して、

計画的な発注及び適正な工期設定等に取り組むことについて、周知していただ

くよう要請いたします。
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建設業労働災害防止協会専務理事殿
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公共工事における月別の死亡労働災害の発生状況等

を踏まえた対応について

平素より労働安全行政の推進に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げま

す。

建設業における労働災害の発生状況は、平成26年 1月～6月末までの速報値

で、休業4日以上の死傷災害は前年同期比で4.0%の増加、死亡災害は同28.2 

%の増加であったことから、平成26年8月29日付け基安安発0829第 1号「建設

業における労働災害防止対策について」により、各団体等に対する指導及び地

方機関に対する周知に御協力いただくよう要請させていただきましたが、その

後、関係者の各種の取組等により、 1月～11月末までの速報値で、休業4日以

上の死傷災害は前年同期比で0.5%の増加、死亡災害は同8.1%の増加という状

況になっています。

これらの災害を減少に転じさせることが喫緊の課題となっておりますが、 jjlj

紙のとおり、過去5年間の死亡労働災害の統計を見ると、公共工事における死

亡労働災害は2月に多発しており、その要因については、建設業界からヒアリ

ングしたところ、①工期末に向けた追い込み時期であり、工事を急ぎ、現場が

繁忙になる、②業者が多数入場し、現場が錯綜するなどにより、現場の危険性

が高まる、ことなどが考えられます。

このような状況を踏まえ、今後、死亡労働災害が多発する時期を控え、工期

末にそのような事態になることを少しでも緩和するため、別添により国土交通

省大臣官房技術調査課長あて要請しましたので、貴協会におかれましでも、会

員に対して周知していたたくよう要請いたします。



公共工事における月別の労働災害（死亡災害）発生状況と
要因

問＇B鞠婦層型］
》公共工事における死亡者数は、 4月から（翌年）2月まで漸次増加する傾向にあり、 2月に最多と
なる。
2月の件数（70件）は、月平均48件の1.4倍、 少ない時期（4月22件、5月24件）の約3倍

〉この傾向は、建設活動の大小を表す建設総合統計出来高の月期jの動向と概ね一致する。

過去5年間（平成20年度～平成25年度）の月別の死亡者数
（人）
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同期間の月別の建設総合統計出来高
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